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平成２２年５月２７日判決言渡

平成２１年 行ケ 第１０３２１号 審決取消請求事件( )

口頭弁論終結日 平成２２年３月２５日

判 決

原 告 Ｘ

被 告 特 許 庁 長 官

指 定 代 理 人 有 家 秀 郎

同 小 原 博 生

同 池 谷 香 次 郎

同 岩 崎 伸 二

同 小 林 和 男

主 文

１ 特許庁が不服２００３－１４７８４号事件について平成２１年９月２

日にした審決を取り消す。

２ 訴訟費用は，被告の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

主文同旨

第２ 争いのない事実

１ 特許庁における手続の経緯等

原告は，平成１３年７月１１日，発明の名称を「ゲーム情報供給装置，ゲー

ム情報供給方法，記録媒体及びプログラム」とする発明について，特許出願（

特願２００１－２１０２８６号）をしたが，平成１５年６月２５日付けの拒絶

査定を受け，これに対して，平成１５年７月３１日，拒絶査定不服審判（不服
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２００３－１４７８４号事件）を請求した。その後，原告は，平成１９年５月

１１日付けの手続補正書で，特許請求の範囲及び発明の詳細な説明についての

補正をした（以下，「本件補正」という。また本件補正後の明細書を図面を含

めて「補正明細書」，願書に最初に添付した明細書を図面を含めて「当初明細

書」という。）。

特許庁は，平成２０年３月２８日，「本件審判の請求は，成り立たない。」

との審決（以下「１次審決」という。）をし，原告は，これを不服として，知

的財産高等裁判所に審決取消訴訟（平成２０年(行ケ)第１０１７６号）を提起

し，同裁判所は，平成２１年１月２９日，１次審決を取り消す旨の判決をし，

同判決は確定した。

特許庁は，不服２００３－１４７８４号事件について更に審理し，平成２１

年９月２日，「本件審判の請求は，成り立たない。」との審決（以下「本審

決」という。）をし，その謄本は，平成２１年９月１５日，原告に送達され

た。

２ 特許請求の範囲

本件特許の補正明細書の特許請求の範囲の請求項１ないし７の記載は，次の

とおりである（以下，補正明細書の請求項１ないし７の発明を総称して「本願

発明」という。）。

「【請求項１】 コンピュータを用いたゲーム情報供給装置であって，

クイズ形式の広告情報を記憶する記憶手段と，

ネットワークを介して端末装置からのアクセスを受信すると，前記記憶手段か

らクイズ形式の広告情報を読み出して前記端末装置に送信し表示させる表示手

段と，

前記端末装置から前記広告情報を含むクイズの回答情報をネットワークを介し

て受信する受信手段と，

前記回答情報を受信すると，電子データであるゲーム的メリットをネットワー
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クを介して前記端末装置に送信する送信手段とを有し，

前記ゲーム的メリットは，エサ，アイテム，ポイント，キャラクター，サウン

ド又はストーリーを含むゲーム情報供給装置。

【請求項２】 コンピュータを用いたゲーム情報供給装置であって，

クイズ形式の募金教育情報を記憶する記憶手段と，

ネットワークを介して端末装置からのアクセスを受信すると，前記記憶手段か

らクイズ形式の募金教育情報を読み出して前記端末装置に送信し表示させる表

示手段と，

前記端末装置から前記募金教育情報を含むクイズの回答情報をネットワークを

介して受信する受信手段と，

前記回答情報を受信すると，募金のための課金情報を記憶し，電子データであ

るゲーム的メリットをネットワークを介して前記端末装置に送信する送信手段

とを有し，

前記ゲーム的メリットは，エサ，アイテム，ポイント，キャラクター，サウン

ド又はストーリーを含むゲーム情報供給装置。

【請求項３】 コンピュータを用いたゲーム情報供給装置であって，

電子商取引画面情報を記憶する記憶手段と，

ネットワークを介して端末装置から電子商取引サイトへのアクセスを受信する

と，前記記憶手段から電子商取引画面情報を読み出して前記端末装置に送信し

表示させる表示手段と，

前記端末装置から前記電子商取引画面情報を基に商品注文情報をネットワーク

を介して受信する受信手段と，

前記商品注文情報を受信すると，前記商品とは別の電子データであるゲーム的

メリットをネットワークを介して前記端末装置に送信する送信手段とを有し，

前記ゲーム的メリットは，エサ，アイテム，ポイント，キャラクター，サウン

ド又はストーリーを含むゲーム情報供給装置。
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【請求項４】 コンピュータを用いたゲーム情報供給装置であって，

広告情報を含むゲームを記憶する記憶手段と，

ネットワークを介して端末装置からのアクセスを受信すると，前記記憶手段か

ら広告情報を含むゲームを読み出して前記端末装置に送信し表示させる表示手

段と，

前記端末装置から前記広告情報をゲーム上で活用した旨の情報をネットワーク

を介して受信する受信手段と，

前記広告情報活用情報を受信すると，電子データであるゲーム的メリットをネ

ットワークを介して前記端末装置に送信する送信手段とを有し，

前記ゲーム的メリットは，エサ，アイテム，ポイント，キャラクター，サウン

ド又はストーリーを含むゲーム情報供給装置。

【請求項５】 コンピュータを用いたゲーム情報供給装置であって，

端末装置が通信を開始すると，通信による情報量を前記端末装置に記憶する記

憶手段と，

前記端末装置から通信による情報量をネットワークを介して受信する受信手段

と，

自己の内部に記憶する端末装置の通信による情報量又は前記受信手段により受

信した端末装置の通信による情報量に応じて，電子データであるゲーム的メリ

ットをネットワークを介して前記端末装置に送信して前記端末装置にゲーム的

メリットを表示可能にする送信手段とを有し，

前記端末装置は，前記記憶手段により記憶された情報量に応じて前記端末装置

内の電子データであるゲーム的メリットを表示可能，又は前記送信手段により

送信されたゲーム的メリットを受信するとそのゲーム的メリットを表示可能で

あり，

前記ゲーム的メリットは，エサ，アイテム，ポイント，キャラクター，サウン

ド又はストーリーを含むゲーム情報供給装置。
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【請求項６】 コンピュータを用いたゲーム情報供給装置であって，

クイズ形式の募金教育情報を記憶する記憶手段と，

ネットワークを介して端末装置からのアクセスを受信すると，前記記憶手段か

らクイズ形式の募金教育情報を読み出して前記端末装置に送信し表示させる表

示手段と，

前記端末装置から前記募金教育情報を含むクイズの回答情報をネットワークを

介して受信する受信手段と，

前記回答情報を受信すると，募金のための課金情報を記憶し，電子データであ

るゲーム的メリットをネットワークを介して前記端末装置に送信する送信手段

とを有し，

前記ゲーム的メリットは，エサ，アイテム，ポイント，キャラクター，サウン

ド又はストーリーを含むゲーム情報供給装置。

【請求項７】 コンピュータを用いたゲーム情報供給装置であって，

電子データであるゲーム的メリット及び電子マネーを関連づけて記録したコン

ピュータ読み取り可能な記録媒体と，

前記記録媒体の電子マネーを活用した旨の情報を記憶する記憶手段と，

前記電子マネー活用情報を記憶すると，課金情報を前記記録媒体に記録する記

録手段と，

課金情報を記録すると，これに応じたゲーム的メリットが端末装置を介して前

記記録媒体から読み取り可能になり，

前記ゲーム的メリットは，エサ，アイテム，ポイント，キャラクター，サウン

ド又はストーリーを含むゲーム情報供給装置。」

３ 審決の理由

(1) 別紙審決書写しのとおりである。要するに，①本件補正後の請求項１な

いし請求項７及び発明の詳細な説明は，いずれも新規事項が追加されてお

り，特許法１７条の２第３項に違反する，②請求項４，請求項５，請求項７
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には記載不備があり，特許法３６条６項２号の要件を満たしていない，とし

た。

(2) 審決書には，以下のとおりの記載がされている。

ア 特許法１７条の２第３項違反について

(ア) 請求項１について

請求項１の表示手段は，端末装置からのアクセスを受信すると，クイ

ズ形式の広告情報を記憶手段から読み出す動作，それを端末装置に送信

する動作，及び，それを表示させる動作を行う「表示手段」である。

しかし，当初明細書の記載をみると，段落【００３９】に記載されて

いるように，端末側の構成とサーバ側の構成を区別しない一般的なコン

ピュータ構成が記述されている。

これをサーバ側の「出力装置（ディスプレイ）３１７」について検討

すると，「ネットワークを介して端末装置からアクセスを受信すると，

前記記憶手段からクイズ形式の広告情報を読み出して前記端末装置に送

信して表示させる」という一連の動作を行うことは，当初明細書に記載

されていない。

次に，サーバ側の「ＣＰＵ３１２」について検討すると，サーバ側

の「読み出し」や「送信し」という動作は行うであろうが，端末上に「

表示させる」動作まで行う「表示手段」とすることは，当初明細書に記

載されていない。また，当該サーバの「ＣＰＵ」が，「端末装置からの

アクセスを受信する」ことで，「クイズ形式の広告情報」という特定の

情報の「読み出し」動作，「送信」動作，「表示させる動作」の全てを

行うことも，当初明細書には記載されていない。

以上のとおり，請求項１には，「ゲーム供給装置」が，「ネットワー

クを介して端末装置からのアクセスを受信すると，前記記憶手段からク

イズ形式の広告情報を読み出して前記端末装置に送信し表示させる表示



- 7 -

手段」を有するとする点で，当初明細書から導出されるものでない，新

たな技術的事項が追加されている。

(イ) 請求項２，６について

請求項２において，「ゲーム情報供給装置」が，「ネットワークを介

して端末装置からのアクセスを受信すると，前記記憶手段からクイズ形

式の募金教育情報を読み出して前記端末装置に送信し表示させる表示手

段と」との部分は，請求項１と同様の理由で，新規事項である。

また，請求項２には，サーバ側の送信手段について，「前記回答情報

を受信すると，募金のための課金情報を記憶し」とされているが，当初

明細書の【００３１】，【００９１】，【００９６】，【００９７】，

【０１０１】の記載は，寄付や募金を行うことや料金設定，あるいは募

金額を「端末」に記録することを示すにとどまり，「回答情報を受信」

すると「募金のための課金情報を記憶」するように構成することを示す

ものではないから，新規事項を追加したものである。

(ウ) 請求項３について

「ゲーム情報供給装置」が「ネットワークを介して端末装置から電子

商取引サイトへのアクセスを受信すると，前記記憶手段から電子商取引

画面情報を読み出して前記端末装置に送信し表示させる表示手段」を有

するとされている点は，「電子商取引サイトへのアクセス」との特定が

されている点を除き，(ア)と同様の理由で新規事項である。

(エ) 請求項４について

「ゲーム情報供給装置」が「ネットワークを介して端末装置からのア

クセスを受信すると，前記記憶手段から広告情報を含むゲームを読み出

して前記端末装置に送信し表示させる表示手段」を有するとされている

点は，(ア)と同様の理由で新規事項である。

また，「前記広告情報活用情報を受信すると，電子データであるゲー
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ム的メリットをネットワークを介して前記端末装置に送信する手段を有

し」とされている点も，新規事項である。すなわち，当初明細書の【０

０３８】に，「この場合のゲーム的メリットは，例えば鬼に捕まらない

というルール上のメリットである。」と記載されているとおり，単にそ

ういうゲームを実行中であることを示しているにすぎない。当初明細書

の【００３８】を含む記載は，ゲームルール上の利益行動の度に，請求

項４の記載にあるように，「エサ，アイテム，ポイント，キャラクタ

ー，サウンド又はストーリー」といった「電子データであるゲーム的メ

リット」を，「端末装置に送信」することを示しているものではない。

また，当初明細書の【００７２】の記載も，そのようなルールのゲーム

を実行させていることを超えて，ルール上の利益行動の度に，請求項４

記載のように「端末」に「電子データ」として「ゲーム的メリット」

を「送信」することを示したものではない。請求項４は，ゲームルール

上の利益行動の度に「電子データ」としての「電子的メリット」を「端

末」に送信するという点について，新規事項といわざるを得ない。

(オ) 請求項５について

請求項５の記載に従えば，「通信による情報量を前記端末装置に記

憶」した上で，これを「ゲーム的メリット」の提供に用いなければなら

ないが，当初明細書には【００８２】【００８３】に，通信に応じて「

メリット」を得させることに関する記載が存在するのみであり，「通信

による情報量を前記端末装置に記憶」させた上でこれを用いるという具

体的事項は示されていない。

また，請求項５にいう「通信による情報量を前記端末装置に記憶する

記憶手段」は，当該記憶手段が「端末装置」側にあるのか「ゲーム情報

供給装置」側にあるのかも特定できないが，「ゲーム情報供給装置」側

にあるとして，「記憶させる記憶指示手段」の趣旨とすれば，「ゲーム
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情報供給装置」側が「端末装置」に「通信による情報量」を「記憶」さ

せるような制御を実行することについても，当初明細書には示されてい

ない。

さらに，当初明細書には，請求項５に記載されているように，「ゲー

ム情報供給装置」が「端末装置」から「通信による情報量をネットワー

クを介して受信する」ことも示されていなければ，「自己の内部に記憶

する端末装置の通信による情報量」又は「前記通信手段により受信した

端末装置の通信による情報量」に応じて「電子データであるゲーム的メ

リットをネットワークを介して送信」して，「前記端末装置にゲーム的

メリットを表示可能」にすることも示されていない。

加えて，「端末装置」が「前記記憶手段により記憶された情報量に応

じて前記端末装置内の電子データであるゲーム的メリットを表示可能」

であること，「前記送信手段により送信されたゲーム的メリットを受信

するとそのゲームメリットを表示可能」であることも示されていない。

特許法１７条の２第３項の規定に違反する補正である。

(カ) 請求項７について

請求項７の「電子データであるゲーム的メリット及び電子マネーを関

連づけて記録したコンピュータ読み取り可能な記録媒体」について，「

課金情報を記録すると，これに応じたゲーム的メリットが端末装置を介

して前記記録媒体から読み取り可能になり」という事項は当初明細書に

記載されたものではない。

すなわち，当初明細書の記載の【００７９】【００８０】には，「ア

ンチカードと称するものについて，「カードから５００円分の価値が引

かれる。これに反比例して，ゲームで使える仮想のお金が貯まる。」に

ついては，どこにどう貯まるのか示されていないし，当該カードと協働

する外部装置及びその動作についても何ら示されていない。したがっ
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て，「仮想のお金が貯まる」という記載が，請求項７の「電子データで

あるゲーム的メリット及び電子マネーを関連づけて記録したコンピュー

タ読み取り可能な記録媒体」について，「課金情報を記録すると，これ

に応じたゲーム的メリットが端末装置を介して読み取り可能に」なると

いう事項を記載したものということはできない。

また，上記【００７９】【００８０】の記載のうち，「キャラクタ

ー」についての記載は，「カードに記録されたキャラクター」がカード

を「使い切る」ことによって「使用可能」となることを示すものであ

り，カードを使い切らずとも，「課金情報を記録すると，これに応じ

た」態様でカード内の記憶データを読み取り可能とすることは示してい

ない。また，「キャラクター」以外の「エサ，アイテム，ポイント・・

・サウンド又はストーリー」といって「ゲーム的メリット」について

も，事前にカードに記録した上で，カードを使い切らずとも「課金情報

を記録すると，これに応じた」態様で読み取り可能としていくことを示

してはいない。すなわち，「電子データであるゲーム的メリット及び電

子マネーを関連づけて記録したコンピュータ読み取り可能な記録媒体」

について，「課金情報を記録すると，これに応じたゲーム的メリットが

端末装置を介して前記記録媒体から読み取り可能となり」という事項

は，当初明細書に記載されたものではない。

さらに，当初明細書には，「アンチカード」と協働する外部装置側の

構成については，何ら示されていない。そのため，請求項７に係る発明

の対象そのものである「記録媒体」と協働する「ゲーム情報供給装置」

自体についても，当初明細書には記載されたものではない。

請求項７は，当初明細書に記載された事項を総合してみても，新たな

技術的事項を追加導入したものである。

イ 特許法３６条６項２号の要件不備について
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(ア) 請求項４について

請求項４の「広告情報を含むゲーム」及び「前記広告情報をゲーム上

で活用した旨の情報について，請求人は，「ゲームルール上」で活用し

たか否かにより発明を特定しようとする趣旨とも解される。しかし，「

ゲームルール上」で活用したか否かということは，「ゲーム」とその「

ルール」とが定まらなければ特定しようがない上にコンピュータ上のゲ

ームであっても，どの処理までが「ゲームルール上」であるかは明瞭で

ない。したがって，請求項４の「広告情報を含むゲーム」及び「前記広

告情報をゲーム上で活用した旨の情報」については，その意味する内容

と範囲が明瞭でなく，請求項４の記載により特許を受けようとする発明

は明確でない。

仮に，「ルール上」か否かという観点にこだわらないとしても，どう

いうゲームにおけるどういう状態であれば請求項４にいう「広告情報を

含むゲーム」及び「前記広告情報をゲームの上で活用」に該当するか

は，依然として明確ではない。例えば，請求項４と異なる用語を用いた

請求項１における「クイズ形式の広告情報」及び「回答情報」は，請求

項４にいう「広告情報を含むゲーム」及び「前記広告情報をゲーム上で

活用した旨の情報」に該当するか否か明瞭に特定できない。

(イ) 請求項５について

請求項５の記載は，「端末装置」と「ゲーム情報供給装置」に関する

事項が入り乱れており，「ゲーム情報供給装置」の構成が明瞭に特定で

きない。とりわけ，「通信による情報量を前記端末装置に記憶する記憶

手段」については，「端末装置」側の構成要素か「ゲーム情報供給装

置」側の構成要素かが特定できない。

加えて，請求項５中では，「又は」を多数使用しているが，各箇所

の「又は」で示される択一事項について相互の対応関係が明瞭でなく，
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結局のところ，どういう「ゲーム情報供給装置」であれば，請求項５の

記載に該当するのかも特定することができない。

(ウ) 請求項７について

請求項７では，「記録媒体」自体に関する記載と，「記録媒体」自体

の構成要素とは思量されない記載とが混在するとともに，後者に該当す

る「前記記録媒体の電子マネーを活用した旨の情報を記憶する記憶手段

と，前記電子マネー活用情報を記憶すると，課金情報を前記記録媒体に

記録する記録手段と，」の部分については，そこで文章が中断してお

り，これが「ゲーム情報供給装置」が備える構成であるか否かが明確に

特定できる記載となっていない。

そして，「記憶手段」及び「記録手段」が「ゲーム情報供給装置」の

構成要素でない場合には，その構成は「コンピュータを用いた」ことを

除いて不明となる。逆に，「記憶手段」及び「記録手段」が「ゲーム情

報供給装置」の構成要素であるとしても，電子マネーの「記録媒体」に

対して，活用情報を記憶するとともに課金情報を書き込むことは，単な

る通常の課金処理端末の動作と何ら変わるところがない。そのため，請

求項７では，「ゲーム情報供給装置」たる物の発明として，いかなる物

が「ゲーム情報供給装置」として特定されているのか，極めて不明確で

ある。

第３ 当事者の主張

１ 本審決の取消事由に係る原告の主張

本審決には，以下のとおり，(1)特許法１７条の２第３項の判断の誤り（取

消事由１），(2)特許法３６条６項２号違反の判断の誤り（取消事由２）があ

る。

(1) 特許法１７条の２第３項の判断の誤り（取消事由１）

ア 請求項１に係る判断の誤り
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本願発明の各請求項に共通するのが「コンピュータを用いたゲーム情報

供給装置」であり，「ゲーム情報供給装置」自体は一般的なハードウェア

で構成可能な汎用性を持たせているので，当業者の通常の知識があれば，

図３６及び図３８を参照することで実施をすることができる程度に明確か

つ十分である。「コンピュータを用いたゲーム情報供給装置」が何を含む

かで，各請求項の発明の特徴が定義される。

(ア) 本審決は，当初明細書には，サーバ側の「出力装置（ディスプレ

イ）３１７」が，「ネットワークを介して端末装置からのアクセスを受

信すると，前記記憶手段からクイズ形式の広告情報を読み出して前記端

末装置に送信して表示させる」という一連の動作を行うことは当初明細

書に記載されていないとした。

しかし，当初明細書の図３８をみると，「出力装置」と記載されてい

るだけで，ディスプレイとは記載されておらず，出力装置＝ディスプレ

イとは限定していない。本審決は，出力装置＝ディスプレイであること

を前提として，上記結論を導いているが，誤りである。請求項１の表示

手段は，当初明細書図３８のＣＰＵ３１２及び／又は出力装置３１７に

対応し，受信手段及び送信手段は図３８のネットワークインターフェー

ス３１５に対応する。これらが，請求項１の「ネットワークを介して端

末装置からのアクセスを受信すると，前記記憶手段からクイズ形式の広

告情報を読み出して前記端末装置に送信し表示させる表示手段」を示し

ている。

(イ) また，本審決は，当初明細書には，サーバ側の「ＣＰＵ３１２」に

ついて，「表示させる」動作まで行う「表示手段」とすることは記載さ

れていないし，「クイズ形式の広告情報」の「読み出し」動作等の各動

作を行うことも記載されていないと判断した。しかし，そのようなこと

は当初明細書に明示的に記載されていなくとも，当初明細書の記載を総
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合して導き出されるものであり，当業者にとって自明の事項である。当

初明細書の記載として参照されるべきものとしては，審決が挙げる【０

０２７】のほかに，【００２６】，【００３９】ないし【００４３】，

【００６０】，【００６１】，【０１０４】ないし【０１１３】，図３

７（Ａ），図６（Ａ），図１７ないし図２７，図３８等多数挙げられ

る。

イ 請求項２，６に係る判断の誤り

(ア) 本審決が請求項１と同様の理由で新規事項の追加であるとする点の

誤りは，前記アで述べたとおりである。

(イ) 当業者は，図３６，図３８を見れば，サーバ側の「送信手段」につ

いて「回答情報を受信」すると，「募金のための課金情報を記憶」する

という構成を導くことは容易である。当業者であれば，前記各図のほか

図６，図７，図１５ないし図３０を見ることにより，インターネットを

使ったクイズゲームを想定して，「回答情報を受信」することや「募金

のための課金情報を記憶」することを，一般的なコンピュータ構成を基

礎として実施することができるから，前記構成を新規事項とした本審決

の判断は誤りである。

ウ 請求項３に係る判断の誤り

本審決は，「ゲーム情報供給装置」が「ネットワークを介して端末装置

から電子商取引サイトへのアクセスを受信すると，・・・前記端末装置に

送信し表示させる表示手段を有する」との点は，「電子商取引サイトへの

アクセス」との特定がされている点を除き，請求項１についてと同様の理

由で新規事項であると判断するが，この判断は前記アのとおり誤りであ

る。

エ 請求項４に係る判断の誤り

(ア) 本審決が請求項１と同様の理由で新規事項の追加であるとする点の
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誤りは，前記アで述べたとおりである。

(イ) 本審決は，請求項４については，ゲームルール上の利益行動の度

に，「電子データ」としての「電子的メリット」を「端末」に送信する

という点は新規事項であると判断した。

しかし，【００３８】には，「ゲームのルールとして，広告スペース

に子が逃げ込めば，鬼に捕まることはないものとする。すなわち，安全

圏として広告スペースが使用される。この場合のゲーム的メリットは，

例えば鬼に捕まらないというルール上のメリットである。ゲーム中はプ

レイヤーの集中力が高いので，広告をゲームに活用することにより，広

告の効果を倍増させることができる。」との記載がある。コンピュータ

ゲームであるから，この「ゲームルール上の利益行動の度」に「ゲーム

ルール判定情報」を処理しなければならず，それが「電子データ」であ

り，「電子データであるゲームメリット」に他ならない。

以上のとおり，「電子データ」としての「電子的メリット」を「端

末」に送信するとの構成は，新規事項に当たらない。

オ 請求項５に係る判断の誤り

(ア) 本審決は，当初明細書には，「通信による情報量を前記端末装置に

記憶」させた上で，これを用いるという具体的事項は示されていないと

判断した。

しかし，当初明細書の図３６と図３８には，「通信」を担うネットワ

ークの構成及び端末，「記憶」を担うＲＡＭ，ＲＯＭ及び外部記憶装置

が記載されている。記憶装置を備えないコンピュータは，一般的ではな

いので，前記構成は自明であり，新規事項とはいえない。

(イ) 本審決は，当初明細書には「ゲーム情報供給装置」側が「端末装置

に「通信による情報量」を「記憶」させるような制御を実行することが

示されていないと判断した。
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しかし，当業者であれば，当初明細書の図３６，図３８の記載から，

一般的コンピュータにおいて，「通信による情報量」を「記憶」させる

構成が示されていると理解する。前記構成は自明であり，新規事項では

ない。

(ウ) 本審決は，当初明細書には，「ゲーム情報供給装置」が「端末装

置」から「通信による情報量をネットワークを介して受信する」ことが

示されていないと判断した。しかし，同構成は，当然の従来技術であっ

て，記載するまでもない自明の事項であり，当初明細書にその旨の明示

の記載がなかったことをもって，新規事項の追加になるものではない。

同様に，本審決は，「自己の内部に記憶する端末装置の通信による情

報量」又は「前記受信手段により受信した端末装置の通信による情報

量」に応じて「電子データであるゲーム的メリットをネットワークを介

して送信」して「前記端末装置にゲーム的メリットを表示可能」にする

ことも示されていないと判断する。しかし，当初明細書の図１４（Ａ）

には，「『ぎんぱち』さんから電話です。」，図１４（Ｂ）には，「通

話時間３：００です。」と表示されており，この表示からは，「自己の

内部に記憶する端末装置の通信による情報量」又は「前記通信手段によ

り受信した端末装置の通信による情報量」を記憶していることは明らか

である。そして，図１４（Ｂ）には，ゲーム的メリットのうち「ポイン

ト」に相当する「＋３」が表示されており，これは「通話時間３：０

０」分，すなわちこの「通信量」に応じた「＋３」ポイントのゲーム的

メリットの「表示」を，「前記端末装置にゲーム的メリットを表示可能

にする送信手段」を想定していることが明らかである。

以上のとおり，同構成が新規事項に当たるとした本審決の判断は，誤

りである。

(エ) 本審決は，当初明細書には，「端末装置」が「前記記憶手段により
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記憶されたゲーム的メリットを受信するとそのゲーム的メリットを表示

可能」であること，「前記送信手段により送信されたゲーム的メリット

を受信するとそのゲーム的メリットを表示可能」であることが示されて

いないと判断した。

しかし，当初明細書の図１４（Ｂ）が，「端末装置」に当たることは

自明であり，そこには，情報量「３：００」分に応じて，「＋３」と表

示されているゲーム的メリット（ポイント）の電子データが，あらかじ

め端末に記憶されていたものか，あるいはサーバから送信されたものが

表示されている。したがって，同構成が新規事項に当たるとした本審決

の判断は，誤りである。

カ 請求項７に係る判断の誤り

本審決は，当初明細書には，「課金情報を記録すると，これに応じたゲ

ーム的メリットが端末装置を介して前記記録媒体から読み取り可能に」な

るとの事項が記載されていないと判断した。

しかし，本審決の判断は，以下のとおり，誤りである。

(ア) 当初明細書【００７９】【００８０】の「仮想のお金が貯まる」と

記載されているが，同記載から，仮想のお金がカードに蓄えられ，５０

０円分の価値がカードから引かれると，これに反比例した量の「仮想の

お金」をカードから読み取ることができることが理解できる。したがっ

て，「電子データであるゲーム的メリット及び電子マネーを関連づけて

記録したコンピュータ読み取り可能な記録媒体」について，「課金情報

を記録すると，これに応じたゲーム的メリットが端末装置を介して前記

記録媒体から読み取り可能に」なるとの事項が記載されているといえ

る。

(イ) 当初明細書【００７９】【００８０】において，「使い切る」とし

ているのは，課金情報に「応じた」態様の一例として示したものにすぎ
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ない。使用量に応じて何らかのメリットが得られるという思想はありふ

れており，「課金情報を記録すると，それに応じたゲーム的メリットが

端末装置を介して読み取り可能となり」という点は，当初明細書の記載

から十分読み取れるものである。

また，当初明細書においては，クレジットカード，テレホンカード，

プリペイドカードを例として挙げている（【００８０】）。テレホンカ

ードは「電話機」という外部装置を想定しない限り成り立たないし，プ

リペイドカードやクレジットカードも，そこに記録されたデータを読み

取るハードウエアないしソフトウエア上の外部装置を想定することなく

機能しない。記録媒体と協働する「ゲーム情報供給装置」は，当初明細

書の記載から十分理解できる。

(ウ) したがって，同構成が新規事項に当たるとした本審決の判断は，誤

りである。

(2) 特許法３６条６項２号の判断の誤り（取消事由２）

ア 請求項４に係る判断の誤り

(ア) 本審決は，請求項４の「広告情報を含むゲーム」と「前記広告情報

をゲーム上で活用した旨の情報」の意味する内容と範囲が明瞭でないと

し，具体的には，請求項４と異なる用語を用いた請求項１における「ク

イズ形式の広告情報」及び「回答情報」は，請求項４にいう「広告情報

を含むゲーム」及び「前記広告情報をゲーム上で活用した旨の情報」に

該当するのか否か明瞭に特定できないとした。

しかし，本審決の判断は，以下のとおり誤りである。すなわち，

請求項１の「クイズ形式の広告情報」及び「回答情報」は，「クイズ

の問題になっている広告とその答え」である。当初明細書の図２１の「

【第１問】ＩＣＥって何の略？」とその問題の正解として選択されてい

る図２４の「①インタラクティブ・コンテンツ・アントレプレナー」
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が，「クイズ形式の広告情報」及び「回答情報」である。注意すべき

は，ここで，広告情報が「問題（クイズ）」になっていることである。

これに対し，請求項４の「広告情報を含むゲーム」及び「広告情報を

ゲーム上で活用した旨の情報」については，「広告情報」が必ず「クイ

ズ」になっているわけではない。当初明細書の図９に例示したものとし

て色鬼ゲームがあるが，この色鬼ゲームに係る広告情報は，広告に関連

したスペースであり，「クイズ形式」になっていない。このように「広

告情報を含むゲーム」には，クイズ以外の種々のゲームも要素として含

まれる。

(イ) また，本審決は，「クイズ形式の広告情報」及びこれに対する「回

答情報」が請求項４に記載する「広告情報を含むゲーム」及び「広告情

報をゲーム上で活用した旨の情報」に含まれるか否かによらず，当該ク

イズと回答情報以外の部分において，請求項４の上記記載に該当するか

しないかの判別基準は明瞭でないとした。

しかし，前記のとおり，請求項４の「広告情報を含むゲーム」は請求

項１の「クイズ形式の広告情報」を含むものであり，請求項４の「広告

情報をゲーム上で活用した旨の情報」は請求項１の「（広告クイズの）

回答情報」を含む。

請求項４において，請求項１以外の部分とは，「広告情報を含むゲー

ム」については，例えば「『広告スペース＝安全圏』とした鬼ごっこ」

であり，「広告情報をゲーム上で活用した旨の情報」については，例え

ば「『広告スペース＝安全圏』の利用」である。そして，この場合の「

ゲーム的メリット」は，当初明細書にあるとおり，「鬼に捕まらない」

というゲームルール上の判定情報である。

したがって，請求項４において，請求項１以外の構成部分も明瞭であ

る。
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イ 請求項５に係る判断の誤り

(ア) 本審決は，請求項５の記載は，「端末装置」と「ゲーム情報供給装

置」に関する事項が入り乱れており，どこからどこまでが「ゲーム情報

供給装置」の構成であるかはっきりしないと判断した。

しかし，「ゲーム情報供給装置」という「システム」を構成する要素

として「端末装置」があり，その端末装置は，一般的なコンピュータと

しての構成を有することが，汎用性を与えるために必要である。不明確

な点はなく，本審決の判断は誤りである。

(イ) また，本審決は，請求項５中で「又は」を多数使用しており，各箇

所の「又は」で示される択一事項についての相互の対応関係が明瞭でな

いとする。

しかし，以下に説明するように，「又は」の前後の事項の対応関係は

明瞭である。

①「自己の内部に記憶する端末装置の通信による情報量」又は「前記受

信手段により受信した端末装置の通信による情報量」

前記構成は，情報量に関する構成（電話にたとえるならば「どの程

度，電話（通信）したか」であり，上記構成については，当初明細書

の図１４（Ａ）（Ｂ）において明瞭に説明がされている。「自己の内

部に記憶する端末装置の通信による情報量」は，「通信による情報

量」を端末に記憶させる場合であり，「前記受信手段により受信した

端末装置の通信による情報量」は，「通信による情報量」を通信会社

等のサーバに記憶させる場合であり，「又は」は，その両者を含む旨

を記載したものであって，同記載内容は明瞭である。

②「前記端末装置は，前記記憶手段により記憶された情報量に応じて前

記端末装置内の電子データであるゲーム的メリットを表示可能」又

は「前記送信手段により送信されたゲーム的メリットを受信するとそ
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のゲーム的メリットを表示可能」

前記構成は，「通信による情報量（通話時間等）に応じて，ゲーム

的メリットをあげます」というサービスにおいて，前者は，「もとも

と端末（のゲームソフト）に記憶したアイテムを使えるようにしてあ

げます」というサービスについての構成であり，後者は，「ウチのサ

ーバからアイテムのデータを送信してあげます」というサービスにつ

いての構成であり，「又は」は，その両者を含む旨を記載しているも

のであって，同記載内容は明瞭である。

ウ 請求項７に係る判断の誤り

請求項７の記載が明瞭であることは，前記(1)のカで述べたとおりであ

る。

２ 被告の反論

(1) 特許法１７条の２第３項の判断の誤り（取消事由１）に対し

ア 請求項１に係る判断の誤りに対し

(ア) 請求項１により「特許を受けようとする発明」は，単に「ネットワ

ークを介して端末装置からのアクセスを受信すると，前記記憶手段から

クイズ形式の広告情報を読み出して前記端末装置に送信し表示させる」

機能を有した「ゲーム情報供給装置」であれば足りるものであるわけで

はなく，当該機能を「表示手段」の部分に備えることを構成要件とす

る「ゲーム情報供給装置」と理解すべきである。

請求項１記載の発明は，表示手段の機能等について特定しているわけ

ではなく，当初明細書に表示手段は記載されているから，新規事項の追

加ではないとの原告の主張は，失当である。

(イ) 原告は，「表示手段」に関しては，当初明細書に「ネット機能を備

えたディスプレイ」が存在する旨の記載があるから，新規事項の追加で

はないと主張する。
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しかし，出願当初の明細書には，「ネット機能を備えたディスプレ

イ」をゲーム的メリットを配信する側のコンピュータ装置の「表示手

段」部分に採用し，当該「ネット機能を備えたディスプレイ」に「ネッ

トワークを介して端末装置からのアクセスを受信すると，前記記憶手段

からクイズ形式の広告情報を読み出して前記端末装置に送信し表示させ

る」機能を分担させるという，特定の装置構成とすることは記載されて

いない。

(ウ) したがって，本審決が，請求項１に記載する「表示装置」を備え

て，ゲーム的メリットを端末に向けて送信する「ゲーム情報供給装置」

を構成するとした補正が，新規事項の追加であるとした点に，誤りはな

い。

イ 請求項２ないし請求項４及び請求項６に係る判断の誤りに対し

請求項１について述べたのと同じ理由で，請求項２ないし請求項４及び

請求項６についても，審決の判断に誤りはない。

ウ 請求項５に係る判断の誤りに対し

請求項５は，「前記端末装置から通信による情報量をネットワークを介

して受信する受信手段」とされているから，少なくともゲーム的メリット

の供給に関して，通信の情報量を，端末が「情報量」として外部に送信

し，受信側がこれを受信して利用するという，特定の技術的処理形態が記

載されている。

しかし，当初明細書には，通信による情報量によりゲーム的メリットを

与えることは記載されているものの，通信の情報量を端末が「情報量」の

形で外部送信し，受信側がこれを受信して「ゲーム的メリット」の提供に

用いるという，特定の技術的処理形態を用いることは記載されていない。

図１４では，「通話時間３：００です。」及び「＋３」という表示がされ

た状態が示されているものの，そのような状態に至る過程において，端末
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側が通信の情報量を「情報量」として外部に送信し，外部側の装置が送信

された「情報量」を受信してこれを利用するという，特定の技術的処理過

程を経由することは示されていない。

したがって，本件補正は，新たな技術的事項を導入するもので許されな

い。

エ 請求項７に係る判断の誤りに対し

当初明細書には，「アンチカード」との名称を付したカードに関する記

載があるのみで，これと協働する外部装置について具体的な記載はない。

この点につき，原告は，当初明細書にはクレジットカード等に「応用が

きく」と記載するとともに，クレジットカード等に対する外部側装置はあ

りふれているから，「アンチカード」と協働する外部装置についても記載

したに等しいと主張する。

しかし，当初明細書においては，単にクレジットカード等に「応用がき

く」と記載されているのみであり，従来のクレジットカードを「ゲーム的

メリット及び電子マネーを関連づけて記録」したものに改変した場合に，

これと協働する外部側装置にはカードとの適合のためにどのような改変を

行うのか，あるいは課金処理装置等には何の改変も行わずに従来から存在

する装置を単に使用するのか，何ら記載されていない。従来からのクレジ

ットカード等への言及があるのみであって，改変したカードに対する外部

側の課金処理装置等については，実際上の技術的開示は存在しない。

請求項７には，補正によって「電子データであるゲーム的メリット及び

電子マネーを関連付けて記録」した「前記記録媒体」に対して処理を行

い，ゲーム的メリットを読み取り可能とする変化を生じさせる「記憶装

置」及び「記録装置」の記載が追加されている。これらは，仮に従来の課

金処理装置を何らの改変もせずにそのまま用いるという趣旨であれば，課

金処理装置側には何らの変更も加えずシステムを構築するという新たな技
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術的事項を追加導入するものであり，また，従来の課金処理装置とは何ら

か異なる改変された外部側装置の趣旨であれば，当初明細書に記載のなか

った技術的事項を追加導入するものである。

したがって，請求項７の補正を新規事項の追加とした本審決の判断に誤

りはない。

(2) 特許法３６条６項２号違反の判断の誤り（取消事由２）に対し

ア 請求項４に係る判断の誤りに対し

原告の主張には理由がなく，本審決の判断に誤りはない。

イ 請求項５に係る判断の誤りに対し

請求項５についての原告の主張は，自己の内部に記憶する通信情報量に

よって記憶済みのゲーム的メリットを表示可能となる端末の発明と，通信

会社の側から端末装置の通信による情報量に応じてゲーム的メリットを端

末あてに送信する送信側装置の発明とを，混在させた趣旨と理解される。

しかし，仮にそのような趣旨であるとしても，端末をゲーム的メリット

の「供給装置」とする発明と送信側装置をゲーム的メリットの「供給装

置」とする発明とが混合されるとともに，前者の場合の「装置」が有する

手段と，後者の場合の「装置」が有する手段とが，特許請求の範囲におけ

る請求項５に断片的に混然一体と記載されていることになるから，請求項

５の記載が，特許を受けようとする「装置」の発明を，該「装置」の発明

ごとに，明確に特定したということはできない。

したがって，請求５の記載が特許法３６条６項２号の要件を満たさない

とした本審決の判断に誤りはない。

ウ 請求項７に係る判断の誤りに対し

原告の主張によれば，請求項７は，記録済みの「ゲーム的メリット」を

課金処理に応じて解放する「記録媒体」を，それ自体「ゲーム情報供給装

置」とする場合と，該「記録媒体」とそれに対して動作する「記憶手段」
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及び「記録手段」を備えた装置からなる「システム」を「ゲーム情報供給

装置」と称する場合とを，混合して包含することを前提としている。しか

し，そうであれば，前者の場合の発明については，そのような記憶内容と

特性を持たせた「記録媒体」として「物」の発明を記載し，後者の場合の

発明については，請求項を改めて「記録媒体」とそれに対して動作する外

部装置とからなる「システム」として，「物」の発明を記載すべきであ

る。

原告は，請求項７は，前者及び後者のすべてを包含する発明である旨を

主張する。「物」としての発明の対象が「媒体」である場合や「システ

ム」である場合を一体に記載することは，発明の明確性を欠くというべき

である。

請求項７の記載は，「記録媒体」に対して動作を行う「記憶手段」や「

記録手段」を並べた後に，文章が中断されており，最後に「ゲーム情報供

給装置」で結ばれている。特許を受けようとする物の発明である「ゲーム

情報供給装置」は，「記録媒体」及び「システム」のいずれかを特定する

ことができない。

請求項７の記載は，「物」の発明として不明確である。

したがって，請求項７の記載は特許法３６条６項２号の要件を満たさな

いとした本審決の判断に誤りはない。

第４ 当裁判所の判断

１ 特許法１７条の２第３項の判断の誤り（取消事由１）について

(1) 請求項１に係る判断の誤りについて

本審決は，補正明細書の請求項１において，「ゲーム情報供給装置」が「

ネットワークを介して端末装置からのアクセスを受信すると，前記記憶手段

からクイズ形式の広告情報を読み出して前記端末装置に送信し表示させる表

示手段」を有するとするのは，当初明細書に記載のない新規事項を追加した
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ものであるとする。

しかし，本審決の前記判断は誤りである。その理由は，以下のとおりであ

る。

ア 当初明細書の記載

当初明細書には，次の記載がある。

「【００２５】【発明の実施の形態】図３６は，本発明の実施形態による

ネットワーク構成を示す。ネットワーク（例えばインターネット）１０２

には，サーバ１０１及び複数の端末１０３が接続される。サーバ１０１

は，例えば汎用コンピュータ又はパーソナルコンピュータである。端末１

０３は，例えば携帯電話，携帯端末又はパーソナルコンピュータである。

【００２６】端末１０３は，端末ゲーム１２１を有する。端末ゲーム１２

１は，例えばアイコン育成ゲームである。ゲームプレイヤーは，自己が作

成又は選択したアイコンを電子ペットとして育成する。プレイヤーが１日

３回エサを与えないと電子ペットが死んでしまう。そこで，プレイヤー

は，ネットワーク１０２を介して，サーバ１０１のゲームバナー１１３に

アクセスする。

【００２７】図３７（Ａ）は，ゲームバナー１１３の処理を示す。ステッ

プＳ２０１で，プレイヤーがクイズ形式の広告情報にアクセスする。具体

的には，ブラウザを用いて，所定のバナー広告が掲載されているホームペ

ージにアクセスする。そのバナー広告は，クイズ形式になっており，ステ

ップＳ２０２にてプレイヤーはそのクイズに回答する。クイズは，広告情

報になっており，プレイヤーに回答させることにより，広告情報を深く認

識し，広告効果が倍増する。クイズに正解すると，ステップ２０３にて，

ゲーム的メリットを取得する。具体的には，図３６にて，プレイヤーの端

末１０３は，サーバ１０１からゲーム的メリット１１６としてのエサを，

ネットワーク１０２を介してダウンロードすることができる。プレイヤー
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は，そのエサを電子ペットに与えることにより，アイコンの電子ペットを

育成することができる。ゲームバナー１１３の詳細は，後に図６，図７，

図１７～図３０を参照しながら説明する。」（当初明細書４頁６欄５行～

３６行）

「【００３９】図３８は，図３６のサーバ１０１及び端末１０３のハード

ウエア構成を示す。バス３１１には，中央処理装置（ＣＰＵ）３１２，Ｒ

ＯＭ３１３，ＲＡＭ３１４，ネットワークインターフェース３１５，入力

装置３１６，出力装置３１７及び外部記憶装置３１８が接続されている。

【００４０】ＣＰＵ３１２は，データの処理又は演算を行うと共に，バス

３１１を介して接続された各種構成要素を制御するものである。サーバ１

０１及び端末１０３は，ＣＰＵ３１２の処理や制御により，図３７（Ａ）

～（Ｄ）の処理，図 ～３４の画面を表示することができる。1

【００４１】ＲＯＭ３１３には，予めＣＰＵ３１２の制御手順（コンピュ

ータプログラム）を記憶させておき，このコンピュータプログラムをＣＰ

Ｕ３１２が実行することにより，起動する。外部記憶装置３１８にコンピ

ュータプログラムが記憶されており，そのコンピュータプログラムがＲＡ

Ｍ３１４にコピーされて実行される。ＲＡＭ３１４は，データの入出力，

送受信のためのワークメモリ，各構成要素の制御のための一時記憶として

用いられる。

【００４２】ネットワークインターフェース３１５は，図３６に示すネッ

トワーク１０２に接続するためのインターフェースである。入力装置３１

６は，例えばキーボード，マウス，携帯電話ボタン，マイク，カメラ等で

あり，各種指定又は入力等を行うことができる。出力装置３１７は，ディ

スプレイ，スピーカ等であり，図１～図３４の画面等を表示することがで

きる。

【００４３】外部記憶装置３１８は，例えばハードディスク記憶装置やＣ
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Ｄ－ＲＯＭ等であり，電源を切っても記憶内容が消えない。サーバ１０１

は，処理に必要なデータベース３１９を外部記憶装置３１８に記憶す

る。」（当初明細書５頁８欄４３行～６頁９欄２４行）

「【００６０】（ゲームバナー）図６（Ａ）に示す「ゲームバナー」を用

いることで，クライアントは従来型のどんなネット広告よりも効果的な広

告を打つことが出来る。広告視聴者へのサービスもゲームというエンター

テインメント，また「メリット」というデジタルクーポンであるため，コ

ストがかからない。

【００６１】「ゲームバナー」はあらゆるホームページ上に掲載すること

が出来る。クイズの設問もクライアントのホームページの内容と関連づけ

て，自由に設定することが出来る。この点，各クライアントの広告を集中

する従来型の広告ゲームサイトに比べ，視聴者に伝えたい情報が散漫にな

らずに済む。「ゲームバナー」を効果的に運用するために，引き続き三つ

のアイデアを説明する。」（当初明細書７頁１２欄１２行～２５行）

「【０１０５】「ゲームバナー」の表現については，Ｗｅｂサイトでの表

示の他に，メールでの配信（例：「ゲームバナー」をメールで配信し，ユ

ーザーのオンライン接続を促す＝バナーズネットワークの方式），アプリ

ケーションにまるごと組み込む（例：「ゲームバナー」をあるゲームソフ

トに組み込み，オンライン接続を促すか，もしくはオフラインで遊ばせ

All Advaる。新規の広告・教育情報はオンラインでダウンロードさせる＝

の方式）等多様な方法が考えられる。各々で情報の伝達形式が微妙ntage

に異なるが，広告・教育情報の確認の代償として「メリット」を用意する

という本実施形態の性格から鑑みれば，本質的に重要ではない。」（当初

明細書１１頁２０欄１３行～２４行）

イ 判断

(ア) 前記当初明細書の記載によれば，サーバ及び端末がそのハードウエ
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ア構成として中央処理装置（ＣＰＵ）を有すること，ＣＰＵ３１２は，

データの処理又は演算を行うと共に，バス３１１を介して接続された各

種構成要素を制御するものであること，サーバ又は端末のＣＰＵの処理

や制御により図３７（Ａ）～（Ｄ）の処理を行うことが示されている。

このように，当初明細書においては，サーバ及びその端末の構成が共

通性を有するものとして記載されており，補正明細書の各請求項の冒頭

に記載された「コンピュータを用いたゲーム情報供給装置であって」と

の部分は，サーバと端末を含んだ全体の構成を意味するものと解するの

が合理的である。

(イ) 図３７（Ａ）には，クイズ形式の広告情報について，「ゲームバナ

ー→クイズ形成の広告情報にアクセス→クイズに回答→ゲーム的メリッ

ト取得→エンド」との全体の流れが図示され，また，「プレイヤーがク

イズ形式の広告情報にアクセスする。具体的には，ブラウザを用いて所

定のバナー広告が掲載されているホームページにアクセスする。」（【

００２７】）と記載されている。同記載部分は，端末装置から，ブラウ

ザを用いて，ネットワークを介して，所定のバナー広告が掲載されてい

るホームページにアクセスすることを示していると解される。

図３６（１１３）は，所定のバナー広告（ゲームバナー）が，サーバ

内に置かれていることを示していると解される。また，【００６１】の

記載から，ゲームバナーは，あらかじめ内容が「設定」されるものであ

るから，サーバに記憶されているものであると理解できる。

そうすると，端末のブラウザが，サーバのホームページにアクセスす

ることは，サーバ側から見れば，端末装置からのアクセスを受信する

と，記憶手段からクイズ形式の広告情報を読み出して，端末装置に送信

する動作を指すと理解できる。

また，【００４０】には，端末又はサーバの「ＣＰＵ」が，図１ない
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し図３４の画面の表示を制御することが記載されているから，図６，す

なわち「ゲームバナー」の表示処理も行うと認定できる。

サーバが，ゲームバナーを端末装置に送信することにより，「結果と

して」端末装置で表示が行われることから，サーバ側のＣＰＵは，端末

装置に「送信し表示させる」表示手段であると理解することができる。

さらに，「新規の広告・教育情報はオンラインでダウンロードさせ

る」（【０１０５】）との記載からも，クイズ形式の広告情報を端末に

送信し，端末に表示させることが示されていると理解できる。

そうすると，当初明細書には，「ゲーム情報供給装置」において，サ

ーバが，「ネットワークを介して端末装置からのアクセスを受信する

と，前記記憶手段からクイズ形式の広告情報を読み出して前記端末装置

に送信し表示させる表示手段」を有するとの技術事項が記載されている

と解すべきである。本件補正が，当初明細書に記載した事項の範囲内に

おいてしたものとはいえないとした本審決の判断は，誤りである。

(2) 請求項２，６に係る判断の誤りについて

ア 本審決は，請求項１と同様の事項は，当初明細書に記載した事項の範囲

内においてした補正ではないとする。

しかし，当初明細書の【００３１】には，「図３７（Ｂ）は，募金ゲー

ムバナー１１４の処理を示す。・・・これは，図３７（Ａ）のゲームバナ

ーと基本的には同じであるが，この情報は広告目的ではなく，募金目的で

ある点が異なる。」との記載があり，請求項２，６の「表示手段」につい

ても，前記(1)の「表示手段」と同様，当業者に認識できる程度に記載さ

れているものと認められる。

したがって，請求項１と同様の事項は，当初明細書に記載した事項の範

囲内においてした補正ではないとした本審決の判断は誤りである。

イ 本審決は，請求項２，６においては「ゲーム情報供給装置」が「回答情
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報を受信」すると「送信手段」が「課金情報を記憶」するとの事項につい

て，当初明細書にはその記載はないとする。

しかし，本審決の判断は誤りである。その理由は，以下のとおりであ

る。

(ア) 当初明細書の記載

当初明細書には，次の記載がある。

「【００３０】また，プレイヤーは，端末１０３からネットワーク１０

２を介してサーバ１０１の募金ゲームバナー１１４にアクセスすること

ができる。

【００３１】図３７（Ｂ）は，募金ゲームバナー１１４の処理を示す。

ステップＳ２１１で，プレイヤーがクイズ形式の募金目的の教育情報に

アクセスする。これは，図３７（Ａ）のゲームバナーと基本的には同じ

であるが，この情報は広告目的ではなく，募金目的である点が異なる。

例えば，野生動物保護のためのＷＷＦが募金を目的として行うバナーで

ある。プレイヤーは，通常のネットワーク回線使用料の他に募金を支払

い，クイズに参加する。クイズの内容は，例えば野生動物の教育情報に

関するものである。ステップＳ２１２にてプレイヤーはそのクイズに回

答する。プレイヤーにクイズを回答させ，野生動物のことをよりよく知

ってもらうことができる。クイズに正解すると，ステップ２１３にて，

例えばエサ等のゲーム的メリットを取得することができる。ゲーム的メ

リット取得により，募金収集力が向上する。募金ゲームバナー１１４の

詳細は，後に図１５及び図１６を参照しながら説明する。」（当初明細

書４頁６欄４８行～５頁７欄１７行）

「【００９３】本実施形態の骨子は，単発のゲームソフトで終わらせる

ことなく，恒久的に運営可能な募金システムを構築することにある。端

的には赤い羽共同募金の様なものを，ゲームソフトを介して実現する。
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赤い羽共同募金は，募金するかわりに「赤い羽」という「メリット」が

もらえる募金システムだと解釈出来る。この「メリット」という要素

に，ゲームの歴史が蓄積してきた娯楽の手法を生かして，「楽しめる募

金システム」を構築する。

【００９４】（応用１ 世界遺産への募金）プレイヤーが保全を望む世

界遺産が募金対象である。その広告クイズ（教育クイズ）に正解する

と，「レアメリット」を得ることが出来る。京都府にある上賀茂神社を

例にとり，以下に流れを示す。」（当初明細書１０頁１７欄５０行～１

８欄１３行）

「【００９６】最大の特徴は，図１５（Ａ）でクイズに参加すると

き，「募金する必要がある」ことである。ゲームセンターでおなじみ

の，コインオペレーション式のゲームと同じく，「レアメリット」を入

手するための「募金ゲームバナー」には，お金を払わないと参加出来な

い。」（当初明細書１０頁１８欄２２行～２７行）

「【０１０１】（課金のしくみ）本実施形態を，携帯電話向けコンテン

ツとして開発した場合の，課金のしくみを想定すると，例えば以下のよ

うになる。

「月額使用料」：１５０円＋１５０円（料金＋寄付金）

「ゲームバナー」：１プレイ５円（広告料）

「鬼遊び（相撲）」：１プレイ５円（料金）

「募金ゲームバナー」：１プレイ１０円（寄付金）

ただし，「ゲームバナー」は１人のプレイヤーが１日３回見るものと

する（図６（Ａ）～（Ｃ）参照）。「鬼遊び」及び「募金ゲームバナ

ー」への参加はプレイヤーの任意とする。上記に基づき，月当たりのプ

レイヤーを３００００人と想定した場合の，目算を下記に示す。

「月間収益」：４５０００００円＋１３５０００００円（月額使用料＋
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広告料）＋α（鬼遊び，相撲）

「寄付金」：４５０００００円（月額使用料）＋β（募金ゲーム＋バナ

ー）

「総利益」：２２５０００００円（収益１８００００００円＋寄付金４

５０００００円）＋α＋β」（当初明細書１１頁１９欄１２行～２９

行）

(イ) 判断

前記記載によれば，当初明細書には，利用者がクイズに対する回答を

送信するために，募金額の情報を送信することにより，利用者がゲーム

的メリットを取得することが記載されている。当初明細書には，サーバ

側が「回答情報を受信」すると，「募金のための課金情報を記憶」する

という明示の記載はないが，サーバ側が回答情報を受けて，レアメリッ

トを送信するまでの間に，端末側から募金額の提示を受けることは，そ

の対価的関係から当然の前提となっているものと考えられる。そして，

その受けた募金を現実に募金として処理するためには，サーバ側におい

て「募金のための課金情報を記憶」することもまた当然の前提となって

いるものと考えられる。

すなわち，当初明細書において，「ゲーム情報供給装置」は，サーバ

側及び端末側がそれぞれ図３８に示すハードウェア構成を有し，それら

によって構成されることが示されているから，募金を有効に機能させる

ためには，それらの構成の中において募金のための課金情報を記憶する

システムが存在する必要があり，サーバ側の記憶装置にその情報が記憶

されるものと解されるのである。また，【０１０１】の記載からも，携

帯電話（端末）に対して，サーバが「ゲームバナー」と同様に，「募

金」を「課金」として処理するものであり，「課金」するサーバ側が，

そのために料金を記録することがうかがえる。
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そうすると，当初明細書の記載から，サーバ側が「回答情報を受信」

すると，サーバ側に「募金のための課金情報を記憶」するというシステ

ムが構築されるとの構成は，当業者であれば当然に認識することができ

る自明の事項といえる。補正が，当初明細書に記載した事項の範囲内に

おいてしたものとはいえないとした本審決の判断は，誤りである。

(3) 請求項３に係る判断の誤りについて

請求項３に係る判断は，請求項１についての判断と同様である。補正が，

当初明細書に記載した事項の範囲内においてしたものとはいえないとした本

審決の判断は，誤りである。

なお，当初明細書の図１３（図３１も同じ）中の，アドレス欄を参照する

と，ウェブページの一部ではなく，ウェブページ全体（index.htmlとのHTML

形式ファイルであることが示されている。）をサーバから端末装置へ送信し

ている。一般に，HTML形式のファイルには，文字や写真などのコンテンツ自

体に関するデータに加えて，各コンテンツのレイアウト，文字や画像等の表

示サイズ等を定めるデータも含まれているはずである。したがって，同図か

ら，サーバがHTML形式のファイルを送信して端末側の表示を制御しているこ

とが，より明確であるということができる。

(4) 請求項４に係る判断の誤りについて

ア 本審決の判断に誤りがある点は，前記(1)と同様である。

イ 本審決は，ゲームルール上の利益行動の度に，「電子データ」として

の「電子的メリット」を「端末」に送信するとの事項は，当初明細書に記

載した事項の範囲内ではないと判断した。

しかし，本審決の判断は誤りである。その理由は以下のとおりである。

(ア) 請求項４の記載

請求項４には，「前記広告情報活用情報を受信すると，電子データであ

るゲーム的メリットをネットワークを介して前記端末装置に送信する送
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信手段とを有し，」との記載がある。

前記記載によれば，請求項４には，「利益行動の度に」送信するとの

記載はないから，本審決の判断は，前提を誤ったものといえる。

(イ) 当初明細書の記載

当初明細書には，次の記載がある。

「【００３７】また，アクセスするしないに関わらず，ゲーム的メリッ

ト１２３は大事である。例えばアクセスし，「フラグ」のチェックに成

功して，メリットをダウンロードする場合はゲーム的メリット１１６に

なるが，ダウンロードせずに，予め端末に記憶されたメリットを出すき

っかけとしてアクセスするなら，それはメリット１２３となる。要する

に，ゲームバナーで正解してエサをダウンロードしてくるか，あるい

は，既に端末に記憶してあるエサを出させるかの違いである。・・

・」（当初明細書５頁８欄１３行～２１行）

「【００３８】図３７（Ｄ）は，アドゲーム１１２又は１２２の処理

を示す。ステップＳ２２４では，ゲーム画面に広告情報を表示する。ス

テップＳ２２５では，その広告表示をゲームに活用する。すると，ステ

ップＳ２２６でゲーム的メリット１１６又は１２３を取得することがで

きる。例えば，広告表示には，スペースがいる。このゲームのルールと

して，広告スペースに子が逃げ込めば，鬼に捕まることはないものとす

る。すなわち，安全圏として広告スペースが使用される。この場合のゲ

ーム的メリットは，例えば鬼に捕まらないというルール上のメリットで

ある。ゲーム中はプレイヤーの集中力が高いので，広告をゲームに活用

することにより，広告の効果を倍増させることができる。アドゲーム１

１２又は１２２の詳細は，後に図９を参照しながら説明する。」（当初

明細書５頁８欄２９行～４２行）

「【００７０】（アドゲーム）「アドゲーム」では，図９に示すよう
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に，画面に表示される広告スペースをゲームに組み込む。図９が色鬼と

いう「鬼遊び」であり，右下に広告スペースがある。色鬼は鬼に指定さ

れた色が安全圏になる。これを応用し，「色」＝「広告」とする。結果

として子は広告に集まりたがるため，プレイヤーの広告情報へ対する注

意を喚起することが出来る。

【００７１】上の例は，アイテムの様に形はないが，これもゲームにお

ける「メリット」と言える。「色鬼」と同じく，特定の対象を活用す

る「鬼遊び」は，動物鬼・赤白鬼・高鬼など様々である。これら全て

の「鬼遊び」や，同様のコンセプトを持つゲームに，上と同様のデザイ

ンを施すことが出来る。

【００７２】例えば，前提条件として，以下の「フラグ」がある。

１．「広告スペースにプレイヤーキャラクターを置く」「フラグ」をチ

ェックすると，以下のような「メリット」が得られるゲームの応用例が

考えられる。

Ａ．得点がもらえるアクションゲーム

Ｂ．武器がパワーアップするシューティングゲーム

Ｃ．生命力が回復するロールプレイングゲーム

Ｄ．味方が増えるシミュレーションゲーム

Ｅ．謎が解けるアドベンチャーゲーム

Ｆ．マスを進めるボードゲーム

ゲームデザインによっては，ここでの広告スペースに「ゲームバナー」

を充てることもできる。

【００７３】（相撲）「ゲームバナー」を利用して育成したＰＩを使

い，図１０（Ａ）に示す「相撲」の対戦ゲームを行うことができる。基

本的に押し相撲である。相手を押したりすかしたりしながら，土俵の外

へ出せば勝ちとなる。自分の端末に相手を招いて行う場合は，図１０（
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Ｂ）のように，ゲーム画面もカスタマイズできる。「ギャラリー」的な

賭けの要素を加えることや，「アドゲーム」的な広告の表示も可能であ

る。

【００７４】「相撲」は「鬼遊び」以外の対戦ゲームを総括した呼称で

あると考えることができる。『じんぱち』の「相撲」には，図１０（

Ｃ）に示すサッカーもあれば，図１０（Ｄ）に示すカードゲームや，図

１０（Ｅ）に示すＲＰＧ（role-playinggame）もある。『じんぱち』ス

タイルでは，「エレメント」を基本に，あらゆるゲームソフトを制作す

ることが出来る。」（当初明細書８頁１３欄４２行～１４欄３２行）

(ウ) 判断

前記記載によれば，当初明細書には，ゲームを利用して広告するとい

う「アドゲーム」についての記載があり，その１例を示す【００３８】

には，広告のスペースに子が逃げ込めば鬼に捕まらないというゲームの

手法を使用した広告方法が示されているが，そこには，ゲームルール上

の利益行動の度に，「電子データ」としての「電子的メリット」を「端

末」に送信することは記載されていない。しかし，同じアドゲームにつ

いての記載である【００７２】には，ゲームの応用例として，「Ｄ．味

方が増えるシミュレーションゲーム」，「Ｅ．謎が解けるアドベンチャ

ーゲーム」，「Ｆ．マスを進めるボードゲーム」のように，ゲームが１

回で完結せず，複数回にわたって進行していくと考えられるものが記載

されている。

この場合，当初明細書の図３６に示されたシステム構成を前提として

考えると，１回のゲームごとにサーバから「端末」に「電子データ」と

しての「電子メリット」が送信され，ゲームが進行していくという形態

が当然に考えられるのであって，当初明細書には，ゲームルールの利益

行動の度に，「電子データ」としての「電子的メリット」が「端末」に
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送信されるという構成が予定されているものというべきである。

したがって，仮に，審決が前提としたように，利益行動の度ごとに「

電子的メリット」が端末に送信されるとの事項が存在するか否かについ

て検討してみても，当初明細書に，ゲームルール上の利益行動の度に「

電子的メリット」が「端末」に送信されるとの事項が記載されていると

認めることができる。

本件補正が，当初明細書に記載した事項の範囲内においてしたものと

はいえないとした本審決の判断は，誤りである。

(5) 請求項５に係る判断の誤りについて

本審決は，当初明細書には，①「通信による情報量を前記端末装置に記

憶」させた上で，これを「ゲーム的メリット」の提供に用いるという具体的

事項，②「記憶する記憶手段」が記憶させる記憶指示手段の趣旨であるとす

れば，「ゲーム情報供給装置」側が「端末装置」に「通信による情報量」

を「記憶」させるような制御を実行すること，③「ゲーム情報供給装置」

が「端末装置」から「通信による情報量をネットワークを介して受信する」

こと，④「自己の内部に記憶する端末装置の通信による情報量」又は「前記

通信手段により受信した端末装置の通信による情報量」に応じて「電子デー

タであるゲーム的メリットをネットワークを介して送信」して，「前記端末

装置にゲーム的メリットを表示可能」にすること，⑤「端末装置」が「前記

記憶手段により記憶された情報量に応じて前記端末装置内の電子データであ

るゲーム的メリットを表示可能であること」及び「前記送信手段により送信

されたゲーム的メリットを受信するとそのゲーム的メリットを表示可能であ

ること」，のいずれもが示されていないと判断した。

しかし，本審決の判断は誤りである。その理由は，以下のとおりである。

ア 請求項５の記載

補正明細書における請求項５の記載は，前記のとおりであり，「端末装
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置が通信を開始すると，通信による情報量を前記端末装置に記憶する記憶

手段」を有し，「前記端末装置から通信による情報量をネットワークを介

して受信する受信手段と，」を有することが記載されている。

請求項５の記載によれば，「記憶する記憶手段」を「記憶させる記憶指

示手段」とする本審決の理解は，誤りである。したがって，本審決の指摘

する②の事項について，本件補正が，当初明細書に記載した事項の範囲内

のものであるか否かを判断するまでもなく，同認定を前提とした本審決に

は，誤りがある。

イ 当初明細書の記載

当初明細書には，次の記載がある。

(ア)「【００８２】（チア）図１４（Ａ） （Ｂ）に示すように，プレイ,

ヤー同士が通信（通話）することで，互いのＰＩを元気づけることが出

来る。『じんぱち』を遊ぶプレイヤーが，任意の相手を「チア」の対象

に設定する。「チア」に設定した相手から通信が入ると，ＰＩの「スピ

リット」が向上していく。通信する者同士で，お互い相手を「チア」に

設定すると，さらなる「メリット」が得られる。「チア」はプレイヤー

に通信を促すための仕掛けである。通信を担う事業者は，プレイヤー

に「メリット」を用意することで通信を促すことが出来る。

【００８３】なお，「メリット」の大きさは通話時間や受け取るメール

の数に比例する。後者の場合は「メリット」の得られるメールの数を１

日単位で限定する。同じ相手（同じアドレス）から，同じ日に何百通も

のメールを受信したとしても，その数に比例した「メリット」を得るこ

とはできない。」（当初明細書９頁１５欄３８行～１６欄３行）

(イ) 前記記載及び図１４によれば，「チア」における端末での「通話時

間３：００です。」（図１４（Ｂ））との記載に接した当業者は，端末

が通話時間（通信量）を検出していることを認識し，通信量を検出でき
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るのは，端末側か端末以外（本件特許ではサーバ）のいずれかであると

認識することができる。そして，【００８３】において，「受け取るメ

ールの数に比例」して「メリット」を受け取ることができるとされてい

ること，【００８２】において，検出された通信量を利用して「プレイ

ヤーに「メリット」を用意する」とされていることからすれば，当業者

は，メールを受け取る端末において，通信量を測定して記憶し，その通

信量をサーバに送信し，サーバがこれを受信することをも自然に認識で

きる。

そうすると，前記本審決が指摘する事項のうち，①の「通信による情

報量を前記端末装置に記憶」させた上で，これを「ゲーム的メリット」

の提供に用いるという具体的事項，③の「ゲーム情報供給装置」が「端

末装置」から「通信による情報量をネットワークを介して受信する」こ

とについては，当初明細書の記載から認識することができ，新規事項と

はいえない。

ウ また，前記(1)において判断したとおり，当初明細書からは，「ゲーム

情報供給装置」において，サーバが「ネットワークを介して端末装置から

のアクセスを受信すると，前記記憶手段からクイズ形式の広告情報を読み

出して前記端末装置に送信し表示させる表示手段」を有することを読み取

ることができることからすれば，本審決が指摘する前記④，⑤のうち，「

前記通信手段により受信した端末装置の通信による情報量」に応じて「電

子データであるゲーム的メリットをネットワークを介して送信」して，「

前記端末装置にゲーム的メリットを表示可能にすること」及び「前記送信

手段により送信されたゲーム的メリットを受信するとそのゲーム的メリッ

トを表示可能であること」も，同様に，当初明細書から認識することがで

きるものといえる。

さらに，前記１(1)イ(ア)のとおり，本件「ゲーム情報供給装置」にお
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いては，サーバ及び端末がその構成を共通にしていること，及び図１４（

Ｂ）において，端末の表示手段に「通話時間３：００です。」という通信

情報量及び「＋３」というゲームメリットと見られる表示がされているこ

とに照らせば，当業者は，本審決が指摘する前記④，⑤のうちの「自己の

内部に記憶する端末装置の通信による情報量」に応じて「前記端末装置に

ゲーム的メリットを表示可能」にすること及び「端末装置」が「前記記憶

手段により記憶された情報量に応じて前記端末装置内の電子データである

ゲーム的メリットを表示可能であること」をも，当初明細書から，理解で

きるものといえる。

したがって，本件補正が，当初明細書に記載した事項の範囲内において

したものとはいえないとした本審決の判断は，誤りである。

(6) 請求項７に係る判断の誤りについて

ア 本審決は，請求項７の「電子データであるゲーム的メリット及び電子マ

ネーを関連づけて記録したコンピュータ読み取り可能な記録媒体」につい

て，「課金情報を記録すると，これに応じたゲーム的メリットが端末装置

を介して読み取り可能となり」との点で当初明細書に記載のない事項を含

むとした。この点の当否について，判断する。

(ア) 当初明細書の記載

当初明細書には，次の記載がある。

「【００７７】（メリバン）メリバンは，「メリットバンドル」を略し

た造語である。図１３に示すように，Ｅコマース商品と「メリット」を

バンドル（同梱）し，販促を行なう。「スピリット」を用いて作った「

エレメンタルアイテム」には，独自の価値がある。プレイヤーはこの「

エレメンタルアイテム」を，商品の「おまけ」として事業者に売ること

が出来る。この他，バンドル可能な「メリット」には，様々な電子デー

タが含まれる。
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【００７８】「メリバン」はユーザーが育てたＰＩや，自分で作った「

メリット」を，販促用のおまけにするアイデアである。キャラクター商

品を持つ企業は，このアイデアに基づき，キャラクターを販促に利用す

ることが出来る。

【００７９】（アンチカード）「アンチカード」は電子マネーの一種で

ある。お金を使えば使うほど，「メリット」が貯まる。図３５（Ａ）に

示す「アンチカード」を用いて，図３５（Ｂ）に示すしば漬けを買う。

するとカードから５００円分の価値が引かれる。これに反比例して，ゲ

ームで使える仮想のお金が貯まる。やがてカードを使い切ると，カード

に記録されたキャラクターも，ゲームで使える様になる。

【００８０】クレジットカードやテレホンカードは，普通使い切ると無

価値なものになるが，「アンチ カード」は反対である。使い切った「

アンチ カード」は，ゲーム等，仮想の世界で最大の価値＝「メリッ

ト」を記録したものになる。「アンチ カード」は電子マネーを記録し

たカードだけでなく，特定の価値を記録したあらゆるカード（クレジッ

トカード，テレホンカード，プレペイドカード等）に応用が利く。キャ

ッシュバック等のサービスと違い，「メリット」はあくまでも電子デー

タであるため，クレジット会社はコストをかけずにこれを実施すること

が出来る。

【００８１】「アンチ カード」の仕組みは，カードが実在のものでな

くても成立する。例えば電子商取引で商品とお金をやり取りする際，「

アンチカード」を電子マネーとして，電子決済に活用することが出来

る。「アンチ カード」を「メリバン」や「チア」と併用すれば，料金

支払いのさいに得られる「メリット」が，さらに大きなものにな

る。」（当初明細書８頁１４欄４９行～９頁１５欄３７行）

(イ) 判断
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当初明細書の前記記載，特に，【００７９】の「お金を使えば使うほ

ど，「メリット」が貯まる。図３５（Ａ）に示す「アンチカード」を用

いて，図３５（Ｂ）に示すしば漬けを買う。するとカードから５００円

分の価値が引かれる。これに反比例して，ゲームで使える仮想のお金が

貯まる。やがて，カードを使い切ると，カードに記録されたキャラクタ

ーがゲームで使える様になる。」，【００８０】の「使い切った「アン

チカード」は，ゲーム等，仮想の世界で最大の価値＝「メリット」を記

録したものになる。」との記載によれば，「使えば使うほど」メリット

が貯まるとは，課金情報を記録すると，「これに応じたゲーム的メリッ

トが端末装置を介して読み取り可能となり」との技術的事項が記載され

ていると理解することができる。また，アンチカードについては，「特

定の価値を記録したあらゆるカード（クレジットカード，テレホンカー

ド，プリペイドカード等）に応用が利く」，「『メリット』はあくまで

も電子データであるため，クレジット会社はコストをかけずにこれを実

施することができる。」と記載されており，例えば外部装置としてクレ

ジットカード読み取り装置（記録媒体）で電子決済し，その際，クレジ

ット会社のコンピュータが電子マネー活用情報を記憶手段に記憶し，課

金情報を記録媒体に記録し，課金情報が記録されると，「これに応じた

ゲーム的メリットが端末装置を介して読み取り可能となり」との構成

を，当業者であれば，理解することができる。

したがって，本件補正が，当初明細書に記載した事項の範囲内におい

てしたものとはいえないとした本審決の判断は，誤りである。

イ また，本審決は，当初明細書の【００７９】【００８０】には，「カー

ドに記録されたキャラクター」がカードを「使い切る」ことによって「使

用可能」となることが示されているが，カードを使い切らずとも「課金情

報を記録すると，これに応じた」態様でカード内の記憶データを読み取り
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可能とすることは示されておらず，「電子データであるゲーム的メリット

及び電子マネーを関連づけて記録したコンピュータ読み取り可能な記録媒

体」について，「課金情報を記録すると，これに応じたゲーム的メリット

が端末装置を介して前記情報媒体から読み取り可能になり」という事項は

当初明細書に記載されていないとする。

しかし，本審決の前記認定には，誤りがある。すなわち，【００７９】

の「図３５（Ａ）に示す「アンチカード」を用いて，図３５（Ｂ）に示す

しば漬けを買う。するとカードから５００円分の価値が引かれる。これに

反比例して，ゲームで使える仮想のお金が貯まる。やがてカードを使い切

ると，カードに記録されたキャラクターも，ゲームで使える様になる。」

という記載から，カードに記録されたキャラクターが，カードを使い切る

と使えるようになるとの事項を理解することができる。しかし，本審決が

述べるように，カードを使い切らない限り課金情報を記録する記憶データ

の読み取りができないと理解することはできない。カードの利用状況とそ

れに応じたゲーム的メリットの取得状況を知らせることは，販促という目

的に照らしても自然なことであり，カードを使い切る前に，利用者の端末

装置から，カードの利用状況及びそれに応じたゲーム的メリットの取得状

況を読み取りができると解するのが自然であるから，本審決のように，当

初明細書には，「課金情報を記録すると，これに応じたゲーム的メリット

が端末装置を介して前記記録媒体から読み取り可能」との構成が記載され

ていないと解することはできない。以上のとおり，本審決の判断には誤り

がある。

ウ さらに，本審決は，当初明細書には，「アンチカード」と協働する外部

装置側の構成については，何ら示されていないから，請求項７における発

明の対象である「記録媒体」と協働する「ゲーム情報供給装置」について

も記載がないと判断する。
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しかし，「電子マネーの一種」であるアンチカードについて，何らかの

情報を記録・読み取りする外部装置側の構成は，請求項７に記載がないか

ら，当初明細書にその点が記載されていないことをもって，本件補正が，

当初明細書に記載した事項の範囲内においてしたものとはいえないとした

本審決の判断は，誤りである。

また，前記のとおり，当初明細書の【００８０】には，「「アンチカー

ド」は電子マネーを記録したカードだけでなく，特定の価値を記録したあ

らゆるカード（クレジットカード，テレホンカード，プリペイドカード

等）に応用が利く。キャッシュバック等のサービスと違い，「メリット」

はあくまで電子データであるため，クレジット会社はコストをかけずにこ

れを実施することが出来る。」との記載があり，前記例示されたカードの

種類に応じた外部装置を自明のものとして観念できる。

２ 特許法３６条６項２号違反の判断の誤り（取消事由２）について

(1) 請求項４に係る判断に誤りについて

本審決は，「ゲームルール上」で活用したか否かは，「ゲーム」とその「

ルール」が定まらなければ特定できない上に，コンピュータ上のゲームであ

ってもどの処理までが「ゲームルール上」であるか明瞭でない，例えば，請

求項１の「クイズ形式の広告情報」及び「回答情報」は，請求項４の「広告

情報を含むゲーム」及び「前記広告情報をゲーム上で活用した旨の情報」に

該当するか否か明瞭に特定できないと判断する。

しかし，請求項４の発明は，広告情報をゲーム上で活用できるようなゲー

ムとすることでその目的を達成できるから，ゲームとしても多種多様のもの

が想定され，ゲームとそのルールまで特定しない限り，発明の内容が特定で

きないとはいえない。また，本審決は，広告情報の活用が「ゲームルール

上」で行われることを前提とした上で，どの処理までが「ゲームルール上」

であるか明らかでないとする。しかし，請求項４には，「ゲームルール上」
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との記載はなく，「広告情報の活用」とは，図９にその１例が示されている

ように，利用者がゲームにおいて，ゲーム画面上の広告情報に接したと評価

できる客観的状況を示すものと解されるから，その意義が明瞭でないという

ことはできない。

また，【００３７】には，端末ゲームの場合について，「端末で自己完結

的にアドゲーム（広告ゲームという意味で，ゲームバナーも含む）」とされ

ており，アドゲーム（請求項４に対応）が，ゲームバナー（請求項１に対

応）を含むことが記載されている。

したがって，本審決の判断は誤りである。

(2) 請求項５に係る判断の誤りについて

ア 本審決は，「通信による情報量を前記端末装置に記憶する記憶手段」

が「ゲーム情報供給装置」側の構成であるのか，「端末装置」側の構成で

あるのか明らかでないと述べる。しかし，請求項５の記載から，端末装置

側の構成を示していることは明らかであり，この点において請求項５の記

載が不明確ということはできない。

本審決は，請求項５記載発明について，「ゲーム情報供給装置」を「端

末装置」と同様の構成要素であるとの前提に立っているが，「ゲーム情報

供給装置」は，発明の全体の構成を示すものであるから，本審決はその前

提において誤りがある。

イ 本審決は，請求項５の「又は」で示される各事項について，相互関係が

明瞭でないと判断する。

すなわち，本審決は，①「前記端末装置から通信による情報量をネット

ワークを介して受信する受信手段と，自己の内部に記憶する端末装置の通

信による情報量又は前記通信手段により受信した端末装置の通信による情

報量に応じて，電子データであるゲーム的メリットをネットワークを介し

て前記端末装置に送信して前記端末装置にゲーム的メリットを表示可能に
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する送信手段」との事項，及び②「前記端末装置は，前記記憶手段により

記憶された情報量に応じて前記端末装置内の電子データであるゲーム的メ

リットを表示可能，又は前記送信手段により送信されたゲーム的メリット

を受信するとゲーム的メリットを表示可能であり」との事項において，そ

れぞれ，「又は」の前後の相互関係が不明瞭であると述べているものと理

解される。

しかし，図１４から，通信量の検出場所が，端末側か端末以外の２通り

のいずれかが判別できないのであるから，当初明細書の当該箇所は，その

両者の場合を記載した趣旨であることは，明確である。本審決の判断は，

その点で誤りがある。

(3) 請求項７に係る判断の誤りについて

ア 本審決は，請求項７には，「記録媒体」自体に関する記載と，「記録媒

体」自体の構成要素とは思料されない記載とが混在しており，不明確であ

ると判断している。

しかし，「電子データであるゲーム的メリット及び電子マネーを関連づ

けて記録したコンピュータ読み取り可能の記録媒体と」とする部分が記録

媒体に関する記載であり，それ以後の

「前記記録媒体の電子マネーを活用した旨の情報を記憶する記憶手段と，

前記電子マネー活用情報を記憶すると，課金情報を前記記憶媒体に記録

する記録手段と，

課金情報を記録すると，これに応じたゲーム的メリットが端末装置を介

して前記記録媒体から読み取り可能になり」とする部分が記録媒体以外に

関する部分であって，両者を区別する記載は明瞭であるというべきであ

る。

本審決は，文章が途中で中断しており，それが「ゲーム情報供給装置」

が備える構成であるか明確に特定できないとするが，審決の同判断は，「
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ゲーム情報供給装置」を発明全体の構成を示すものでなく，発明の構成の

一部との前提に立った上での判断であって誤りである。

イ また，本審決は，いかなる物が「ゲーム情報供給装置」として特定され

ているか不明確であるとするが，請求項７に記載された，全体の記載が「

ゲーム情報供給装置」として特定されているのであって，不明確とはいえ

ない。

被告は，原告の主張によれば，請求項７には，①記録済みの「ゲーム的

メリット」を課金処理に応じて解放する「記録媒体」を，それ自体「ゲー

ム情報供給装置」とする場合と，②「記録媒体」とそれに対して動作す

る「記憶手段」及び「記録手段」を備えた装置からなる「システム」を「

ゲーム情報供給装置」と称する場合を，いずれも混合して包括するもので

あり，①の場合であれば，そのような記憶内容と特性を持たせた「記録媒

体」として「物」の発明を記載し，②の場合については請求項を改め

て，「記録媒体」とそれに対して動作する外部装置からなる「システム」

として「物」の発明を記載すべきであるとする。

しかし，請求項７の発明においては，「記録媒体」は，「ゲーム情報供

給装置」の一部を構成するものであるから，前記①の解釈は採り得ない。

したがって，前記②と解釈すべきである。この場合に，複数の請求項に

分けて記載せずに，そのうちの一つのみを選択したからといって，請求項

７の記載が不明確となるものではない。本審決の判断は誤りである。

３ 結論

以上によれば，原告主張の取消事由には理由があるから，本審決を取り消す

こととし，主文のとおり判決する。

知的財産高等裁判所第３部
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